
 

件   名 愛媛県核燃料税条例の一部を改正する条例 

主 管 課 税務課 

根拠法令等  

【改正の概要】 
 原子力発電所の立地に伴う財政需要に充てるための財源として、伊方原発１号機の廃炉
に対して核燃料税（出力割）を課するための改正 
  
１ 課税方式 
 「出力割は、発電用原子炉を設置して行う発電事業に対し、当該発電用原子炉の設置者

に課する。」              ↓ 
                 運転及び廃止に係る事業 
２ 税率 
 「出力割の税率は、一の課税期間ごとに、1,000kW につき40,000円とする。」 
                            ↓ 
                  40,000円（３②の期間にあっては、30,000円） 
３ 適用期間 
 ①現行の終期「発電用原子炉の運転の終了日まで」を「廃止措置計画の認可日まで」と

明確化した上で、 
 ②終期を認可日から「発電用原子炉の廃止措置の結果の確認日まで」延長 

価額割（8.5％）  

出力割（40,000円／1,000kW） 出力割（30,000円／1,000kW） 

  稼働中（運転停止中も含む。） ──→ 認可日 ────────────→ 確認日 
  
４ その他規定整備（原子炉等規制法等の条項ずれ） 

施 行 日 地方税法第259条第１項の規定による総務大臣の同意を得た日 

【その他参考事項】 

１ 核燃料税（法定外普通税）の概要 

納税義務者 発電用原子炉の設置者（四国電力株式会社） 

課税方法 価 額 割 出 力 割 
課税客体 発電用原子炉への核燃料の挿入 発電用原子炉を設置して行う発電事業 

課税標準 発電用原子炉に挿入された核燃料の価額 
課税期間（四半期ごと）の末日現在にお
ける発電用原子炉の熱出力 

税 率 8.5％ 1,000kWにつき40,000円（8.5％相当） 

納 期 限 
核燃料を挿入した日から起算して２月を
経過する日の属する月の末日 

課税期間（四半期ごと）の末日の翌日か
ら起算して２月を経過する日 

徴収方法 申告納付 
  
２ これまでの課税状況 

 有効期間 税率 税収入（見込み）額 
１ ５年間（S54.1.16～S59.1.15） 価額割５％ 22億4,500万円 
２ ５年間（S59.1.16～H元.1.15） 価額割７％ 41億3,800万円 
３ ５年間（H元.1.16～H6.1.15） 価額割７％ 34億6,900万円 
４ ５年間（H6.1.16～H11.1.15） 価額割７％ 54億3,400万円 
５ ５年間（H11.1.16～H16.1.15） 価額割７％ 39億8,000万円 
６ ５年間（H16.1.16～H21.1.15） 価額割10％ 40億3,300万円 
７ ５年間（H21.1.16～H26.1.15） 価額割13％ 31億9,500万円 

８ ５年間（H26.1.16～H31.1.15） 
 
価額割8.5％ 
出力割8.5％相当 

95億3,900万円 
47億7,100万円 
47億6,800万円 

  ＊今回の条例改正により、1号機の廃炉により減収が見込まれる２億6,400万円(平年度)のうち１億9,800万円(平年度)を確保 
  
３ 廃炉に対する先行県の課税状況（３県ともH29.4.19に廃止措置計画の認可済み） 

 ・福井県（H28.6議会）運転中の出力割の1/2を課税 

 ・佐賀県（H29.2議会）運転中の出力割の1/2を課税 

 ・島根県（H29.2議会）税率を引下げ全額を出力割で課税 
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